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放射線・放射能の基礎知識

１８９５年；ドイツのレントゲン博士

放電管の実験から写真乾板を感光させるＸ線を発見

ここから物理学上の大発見がはじまった

放射線の発見者たち

1895年12月22日に撮影された
ベルタ・レントゲンの手のＸ線写真

１８９６年

フランスのベックレル博士

ウラン化合物を机に入れて
おいたが、偶然写真乾板が感
光することを発見した。

ウラン化合物が放射線を出
していることを発見：放射能の
発見



フランスのキュリー夫妻

１８９８年、ウランの鉱物からポロニウムとラジウムを
化学的に抽出。強い放射能をもつラジウムの発見

放射線障害の歴史
1895年 レントゲンによるＸ線の発見 (1901年最初のノーベル物理学賞受賞)
1896年 ベクレルによるウランの放射能の発見

Grubbe （米）手に皮膚炎

Edison （米）眼痛

Daniel  （米）脱毛症

Marcuse （米）脱毛症

1898年 キューリー夫妻によるラジウムの発見

1902年 Ｘ線による慢性潰瘍による発がん

1903年 Heineke Ｘ線照射により末梢血中白血球が著減することを報告

1904年 ラドンによる肺障害の報告（チェコスロバキア）

1914年~ 夜光塗料工場でのラジウム中毒（米）

1915年 “Ｘ線技術者の防護に関する勧告”（英）

1925年 第1回国際放射線会議（ロンドン）

1927年 Muller 放射線による突然変異増加を観察

1928年 国際Ｘ線ラジウム防護委員会

1956年 国際放射線防護委員会（ICRP）

http://ja.wikipedia.org/

ロルフ・マキシミリアン・シー
ベルト（Rolf Maximilian 
Sievert, 1896年5月6日 -
1966年10月3日）
スウェーデンの物理学者。

放射線が人体に与える影響
についての研究で知られ、特
に放射線防護について大き
な功績を残した。

事故前の日本の環境放射線

その他（航空機・核
実験・原子力）

日本平均 5.97[mSv/年]
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（原子力安全研究協会：新版生活環境放射線；平成２３年１２月）

約２[mSv]



気象研究所における90Srおよび137Cs月間降下量の推移

環境における人工放射能の研究2011
気象研究所 地球化学研究部/環境・応用気象研究部

Artificial Radionuclides in the Environment 2011
Geochemical Research Department, 

Meteorological Research Institute, JAPAN 
ISSN 1348-9739, Dec. 2011

http://www.mri-jma.go.jp/Dep/ge/ge_report/2011Artifi_Radio_report/index.html

原子力防災上、転機となった事故・災害

1979.3 スリーマイル島原発事故 「原子力施設等の防災対策について」 （防災
指針）(’80・原安委)

1986.4 チェルノブイリ原発事故 「緊急時医療活動マニュアル」（’86)
「緊急時医療の知識」（’91, ‘93 ）

1995 阪神淡路大震災、地下鉄サリ
ン事件、もんじゅナトリウム漏洩事故 （防災関係法体系の見直し作業開始）
1997.3 東海村アスファルト固化施設

火災爆発事故

1999.9 東海村JCO臨界事故 「原子力災害特別措置法」(‘99)
「防災指針」改訂(’98～’03)
「緊急被ばく医療のありかたについて」(‘0１)
「安定ヨウ素剤」、「メンタルヘルス」、「三次被
ばく医療」

2001.9 米国同時多発テロ

NCRPやIAEAが核・放射能テロ対策と連

動した新勧告・ガイドラインを策定

ICRP 2007年勧告

「国民保護法」(‘04)
但し核・放射能テロに関係した
防災指針変更は行われない

「ホールボディカウンター維持管理」

2011.3 東日本大震災・福島原発事故
鈴木元：第15回放射線事故医療研究会（Aug/27/2011）

放射性物質の環境放出
外部被ばく

吸入曝露

飲食品の汚染

汚染飲食品の
モニタリング

⿂介類の放射性物質濃度

ホウレンソウの放射性物質濃度

内部被ばく

・バイオロジカルモニタリング

（尿・血液・母乳等生体試料
を用いた測定）

・ホールボディーカウンタによ
る体外計測

環境汚染

⾷品の放射性物質濃度モニタリング例

放射能雲

原発事故に伴う放射能汚染の人体への影響 東日本全域の地表面における
セシウム134、137の沈着量

文部科学省による 第 4 
次航空機モニタリング
の測定結果について
（平成23年12月16日発表）
http://radioactivity.mext.go.j
p/ja/1910/2011/12/1910_12
16.pdf



飲食品を中心としたモニタリング

飲食物摂取制限に関する指標=>食品衛生法上の暫定規制値

甲状腺線量５０ｍSv/年

実効線量５ｍSv/年

核種
原子力施設等の防災対策に係る指針における

摂取制限に関する指標値（Bq/kg)

放射性ヨウ素
（混合核種の代表核種：１３１I)

飲料水
300

牛乳・乳製品 注）

野菜類（根菜、芋類を除く）, *魚介類 2,000

放射性セシウム

飲料水
200

牛乳・乳製品
野菜類

500穀類
肉・卵・魚・その他

ウラン

乳幼児用食品

20飲料水
牛乳・乳製品
野菜類

100穀類
肉・卵・魚・その他

プルトニウム及び
超ウラン元素のアルファ核種

乳幼児用食品

1飲料水
牛乳・乳製品
野菜類

10穀類
肉・卵・魚・その他

注） 100Bq/kgを超えるものは、乳幼児調製粉乳及び直接飲用に供する乳に使
用しないように指導すること *魚介類: H23, 4月5日追加 食安発０４０５第１号

飲⾷物摂取制限に関する指標
(H24年、3⽉末まで）

・ 原⼦⼒防災に関する原⼦⼒安全委員会の指針「原
⼦⼒施設等の防災対策について」で策定 （チェルノブイリ
原発事故、JCO臨界事故の経験を踏まえ改定）

・ 飲⾷物中の放射性物質が健康に悪影響を及ぼすか
否かを⽰す濃度基準ではなく、防護対策の⼀つとして
の飲⾷物制限措置を導⼊する際の⽬安とする値

・ 防護対策を導⼊すべきかどうかの判断基準：
実効線量５ｍSv/年(国際機関の考え⽅に基づく)

食品中の放射性物質をめぐる対応のスキーム

農林水産省

連携

厚生労働省【食品衛生法】
○食品中の放射性物質に関する暫
定規制値／基準値の設定

○食品中の放射性物質に関する検
査の企画立案

関係都道府県
○食品中の放射性物質に関する検査の実施 ○食品の出荷制限の実施

薬事・食品衛生審議会
食品衛生分科会

諮問

答申

対応方針

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣 副本部長経済産業大臣

【原子力災害対策特別措置法】
○食品の出荷制限・摂取制限の設定・解除

要請

報告

指示

原子力
安全委員会

報告

文部科学省 要請

助言

食品安全委員会
【食品安全基本法】

○食品中の放射性物質に関する
食品健康影響評価の実施

評価の
要請

答申



⾷品中に含まれる放射性物質の
⾷品健康影響評価の概要

・ 食品安全委員会による厚生労働省への答申（平成23
年10月27日）

・ 食品健康影響評価として、生涯における追加の累積
の実効線量でおおよそ100 mSv以上で健康影響の
可能性

・ 100 mSv 未満については、現在の知見では健康影
響の言及は困難

・ 小児の期間については、感受性が成゙人より高い可能
性(甲状腺がんや白血病)

⇒平成24年4⽉を⽬途に許容できる線量を年間1 ｍSvに
引き下げ（厚労省）

Ministry of Health, Labour and Welfare 

１．見直しの考え方
○ 現在の暫定規制値に適合している食品は、健康への影響はないと一般的に評価され、安全は

確保されているが、より一層、食品の安全と安心を確保する観点から、現在の暫定規制値で

許容している年間線量５ミリシーベルトから年間１ミリシーベルトに基づく基準値に引き下げる。

○ 年間１ミリシーベルトとするのは、

① 食品の国際規格を作成しているコーデックス委員会の現在の指標で、年間１ミリシーベルトを

超えないように設定されていること

② モニタリング検査の結果で、多くの食品からの検出濃度は、時間の経過とともに相当程度低下

傾向にあること

○ 特別な配慮が必要と考えられる「飲料水」、「乳児用食品」、「牛乳」は区分を設け、それ以外の食品

を「一般食品」とし、全体で４区分とする。

２．基準値の見直しの内容 （新基準値は平成24年４月施行予定。一部品目については経過措置を適用。）

■平成24年4⽉1⽇以降の⾷品の新たな基準値の設定について

○放射性セシウムの暫定規制値※１

食品群 規制値

飲料水 ２００

（単位：ベクレル/kg）

牛乳・乳製品 ２００

野菜類

５００穀類

肉･卵･魚･その他

○放射性セシウムの新基準値※２

食品群 基準値

飲料水 １０

牛乳 ５０

一般食品 １００

乳児用食品 ５０

※２ 放射性ストロンチウム、プルトニウム等を含めて基準値を設定
※１ 放射性ストロンチウムを含めて規制値を設定

2

Ministry of Health, Labour and Welfare 

＜ ｢飲料⽔｣の線量＝飲料⽔の基準値(Bq/kg)×年齢区分別の飲料⽔の摂取量×年齢区分別の線量係数＞

飲料⽔の線量を引く

年齢区分 摂取量 限度値(Bq/kg)
1歳未満 男⼥平均 460

1歳〜6歳
男 310
⼥ 320

7歳〜12歳
男 190
⼥ 210

13歳〜18歳
男 120
⼥ 150

19歳以上
男 130
⼥ 160

妊婦 ⼥ 160
最⼩値 120

●飲料⽔については、WHOが⽰している基準に沿って、基準値を10 Bq/kgとする。
●⼀般⾷品に割り当てる線量は、介⼊線量レベル（１mSv/年）から、「飲料⽔」の線量（約0.1 mSv/年）を

差し引いた約0.9 mSv/年となる。
●この線量を年齢区分別の年間摂取量と換算係数で割ることにより、限度値を算出する （この際、流通する

⾷品の50%が汚染されているとする）。
●すべての年齢区分における限度値のうち、最も厳しい（⼩さい）値から全年齢の基準値を決定することで

どの年齢の⽅にとっても考慮された基準値とする。

■ 「⼀般⾷品」の基準値の考え⽅

⼀般⾷品に割り当てる
線量を決定

年齢区分別の摂取量と換算係数を考慮し限度値を算出

１mSv/年
介⼊線量レベル

100 Bq/kg
基準値

全ての年齢区分の限度値のうち
最も厳しい値から基準値を決定

４

ラドン等

ラドン等

食物等

食物等

大地放射線

大地放射線

宇宙線

宇宙線

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

世界平均 日本

飲食品の検査結果の概要

食品群
検査件

数
超過件

数

牛乳・乳製品 2,991 23

野菜類 21,121 451

穀類 5,553 2

魚介類 9,408 247

肉・卵 94,155 286

その他 3,808 197

計 137,036 1,206

*H24年10⽉24⽇厚労省公表分までを集計

年
実

効
線

量
（
m

S
v/

年
）

事故後1年間の食品摂
取による被ばく＝

約0.1mSv
厚生労働省 薬事・食品衛生審議会

食品衛生分科会 放射性物質対策部会



H24.4.1以降検査実施分の結果の概要

食品群 検査件数 基準値超過件数

飲料水 1,304 13 （1.0%）

牛乳・乳児用食品 2,900 0 （0%）

農産物 29,647 478 （1.6%）

畜産物 83,299 2 （0.0024%）

野生鳥獣肉 548 171 （31.2%）

水産物 11,778 764 （6.5%）

その他 5,442 144 （2.6%）

計 134,918 1,572 （1.2%）

*H24.10.24厚労省公表分までを集計

新しい基準値に基づく放射性セシウムからの
被ばく線量の推計

中央値濃度
(mSv/y)

90 パーセン タ
イル値濃度

(mSv/y)

暫定規制値を継
続 した場合の推
計 (中央値濃度) 

(mSv/y)
全年齢(平均摂取量) ０．０４３ ０．０７４ ０．０５１

※平成 23 年8月1日から平成 23 年 11 月 16 日に厚生労働省から公表された食品中の放射性物質の濃度を用いた推計

食品中の放射性物質に係る規格基準の設定について
平成23年12月22日 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会 放射性物質対策部会報告書

中央値濃度の食品を摂取したとした場合の被ばく線量低減効果は、
０．０５１mSv /年から０．０４３mSv /年へ０．００８mSv/年の減少

母乳中放射性物質調査のまとめ

厚生労働科学研究費補助金研究班(代表・欅田）
【調査期間】 平成23年５月18日～６月３日
108人（宮城県10人、山形県12人、福島県21人、茨城県12人、栃木県15人、
群馬県12人、千葉県14人、高知県12人）の母乳中の放射性物質濃度は、
101人が不検出（検出下限値以下）であり、７人（相馬市３人、いわき市２人、
福島市１人、二本松市１人）より放射性セシウムを微量(最大13.1Bq/kg)検
出した。
放射性ヨウ素は、全員不検出（検出下限値以下）であった。

厚生労働省調査
【調査期間】 平成23年4月24日～4月25日

福島、茨城、千葉、埼玉、東京の２３人を対象に調べたところ、７人から放射
性ヨウ素が２.２～８.０Bq/kg、うち１人から放射性セシウムも２.４Bq/kg検出。

大気圏内核実験が行われていた時代の国内の放射性セシウム量

体内放射能：体重60kg
40K： 4,000 Bq
14C： 2,500 Bq
87Rb： 520 Bq

日本人成人男子の
セシウム137体内量
Health Physics 71, 320-5, 1996
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排泄尿中のセシウム137
Health Physics 16, 277-86, 1969
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粉乳中の放射性物質濃度
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セシウム137
ストロンチウム90

環境放射線データベース http://search.kankyo-hoshano.go.jp/

被ばく線量評価
福島県「県民健康管理調査」検討委員会

平成２５年 ２月１３日

平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会 平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会

外部被ばく線量の推計



平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会

外部被ばく線量の推計

99.8%
99.97%

平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会

平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会 平成25年2月13日 第10回福島県「県民健康管理調査」検討委員会



放射線による健康影響と防護体系

1 mSv (10g)

10 mSv (100g)

100 mSv (1kg)

1 Sv (10kg)

10 Sv (100kg)
50 Sv (500kg)

環境放射線被ばく

公衆の年間の
被曝線量限度 0.1 mSv (1g)

リンパ球減少

腸管死

皮膚紅斑

中枢神経死

発がん、
遺伝的影響
リスク増加

確率的影響 確定的影響

骨髄死

線量を重さの
イメージで
捉えると

放射線業務従事者の被ばく限度
100mSv/5年, 50mSv/年

東京-ニューヨーク往復

（非常時100mSv250mSv）

ICRPは非常時の公衆の保護

のためには被ばく線量限度の
考え方を示している。ICRP 
ref: 4847-5603-4313
Mar/21/2011

平成23年3月15日

ギリシャにおける出生児数への
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The victims of chernobyl in Greece: induced abortions after the accident.
D Trichopoulos, X Zavitsanos, C Koutis, P Drogari, C Proukakis, and E Petridou
Br Med J (Clin Res Ed). 1987 October 31; 295(6606): 1100. 

全ヨーロッパで事故に関連して、10～20万件の人工妊娠中絶が実施されたとの報告も

放射線防護体系

1) 行為の正当化：放射線被曝を伴う
行為は、それによる損失に比べて便
益の方が大きい場合でなければ行っ
てはならない

2）防護の最適化：経済的および社会的
要因を考慮して合理的に達成できる
かぎり被曝を抑える

3）線量限度：職業被曝および公衆被曝
における個人の線量の制限



http://www.nsc.go.jp/info/20110411_2.pdf

放射線によって誘発される健康影響の要約（ICRP Pub96）

線量 個人への影響 被ばくした集団に対する結果

極低線量：およそ
10mSv 以下（実効線
量）

急性影響なし。非常にわずかな
がんリスクの増加

大きな被ばく集団でさえ、がん
罹患率の増加は見られない

低線量：100mSv まで
（実効線量）

急性影響なし。その後、1％未満
のがんリスク増加

被ばく集団が大きい場合 （恐
らくおよそ10万人以上）、がん
罹患率の増加が見られる可能
性がある

中等度の線量：
1000mSv まで（急性
全身線量）

吐き気、嘔吐の可能性、軽度の
骨髄機能低下。その後、およそ
10％のがんリスクの増加

被ばくグループが数百人以上
の場合、がん罹患率の増加が
恐らく見られる

高線量：1000mSv
以上（急性全身線量）

吐き気が確実、骨髄症候群が現
れることがある；およそ4000mSv
の急性全身線量を超えると治療
しなければ死亡リスクが高い。か
なりのがんリスクの増加

がん罹患率の増加が見られる

a0

0

（
ま
た
は
が
ん
死
亡
率
）

が
ん
発
生
率

放射線量

（低線量） （高線量）

自然発生数

低線量でのがん発生の線量-効果モデル

放射線医学総合研究所：http://www.nirs.go.jp/information/info.php?i20#01
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放射線のみによる死亡割合の増加分

受けた放射線の蓄積線量（ミリシーベルト）
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年間で１００ミリシーベルトまでゆっくりと被ばくした場合のがん死亡

個人の生活習慣などによるがん

現在の日本人では、約30％ががんで死亡しています。
その原因は食事、喫煙、ウイルス、大気汚染などと
考えられています。

およそ100mSv
より低い線量
では、明確な
増加は、観察
されていない

1000 100mSv1000人が100mSv
受けた場合、生涯
で305人ががんで
死亡し、そのうち５
人が放射線による

と推定できる



全がん 75歳未満年齢調整死亡率 日本
地図（2009年）

財団法人がん研究振興財団 http://www.fpcr.or.jp/publication/statistics.html

人口10万対人口10万対

図11 都道府県別 悪性新生物 75歳未満年齢調整死亡率推移
（2010年男女計）
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危険と安全の考え方の例
(リスク論)

リスク

安全 危険

０ １

・ゼロリスクはあり得ない

・リスクとベネフィットはトレードオフの関係
・リスクの管理にはコストがかかる。リスクとコストの間にもトレードオフの関係
・一つのリスクと他のリスクの間にもトレードオフの関係

・大気環境分野：「しきい値のない発がん物質について、現段階においては生涯
リスクレベル10-5を当面の目標」
・ＷＨＯの飲料水水質ガイドライン値：「発がん性に関連して遺伝子への悪影響
があり、しきい値がないと考えられる物質の場合、生涯にわたる発がん性のリス
クの増加分を10-5以下に抑える」

リスクのレベルとALARP 英国の安全目標

受容されない領域
Unacceptable risk

受容される領域
Acceptable risk

無視できるリスク

我慢できる領域
又は
ＡＬＡＲＰ領域

特別な状況を除きリスクは
正当化されない

リスクの低減が不可能か、低
減のための費用がその効果
と全くつりあっていないときの
み我慢される

リスク低減のための費用がそ
の効果に見合わないときには
我慢される

リスクがこのレベルに維持さ
れていることを保証し続ける
必要がある

リスクが「我慢できる領域」にある場合、安全性向上策を実施するための費用を考慮し
たうえで、そのリスクが合理的に実行可能な限り低く（As Low As Reasonably 
Practicable : ALARP）なっていると判断されれば、受け入れることになる。

内閣府原子力安全委員会・安全目標専門部会「原子力は、どのくらい安全なら、十分なのか」平成１４年７月



●放射線業務従事者（死亡リスク）

・広く受容される領域：10-6/年以下

・我慢できる領域：10-3/年以下

●公衆の個人（死亡リスク）

・広く受容される領域：10-6/年以下

・我慢できる領域：

・現行の原子力施設に対し10-4/年以下、

・将来の原子力施設に対し10-5/年以下

リスクのレベルとALARP 英国の安全目標

種々のリスクの比較
（死亡率を指標とした場合）

10万人当たり年間死亡率(対数目盛)
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リスク認知：客観的リスクｖｓ主観的リスクのずれ

リスクが実際より大きく見積もられる傾向があるできごと

・リスクの負担が不公平

・非自発的（自分からやろうとしたことではない）

・悪い影響の及ぶ範囲が広い

・一度に多くの被害者がでる（規模が大きい）

・次世代に影響を及ぼす

・人為的

・新しいタイプ

・リスクがどうやって発現するかが見えにくい

そのずれは、未知なもの、子孫への影響が及ぶもの、負担が不
公平なものなどに、より顕著にあらわれます。

また受動的なものに比べ、自ら選んだものの場合には１０００倍も
大きいリスクを受け入れるとも言われます。

内閣府原子力安全委員会・安全目標専門部会「原子力は、どのくらい安全なら、十分なのか」平成１４年７月

相互理解をめざすリスク・コミュニケーション
• リスク・コミュニケーションとは、「個人・集団・組織間で、対象と

する行為や科学技術がもつポジティブな（よい）側面だけでなく、
ネガティブな（よくない）側面についての情報、例えば対象が持っ
ているリスクはリスクとして公正に伝え、それらについて関係者
が意見を交換し、共に考え相互に影響しあうこと」

リスク・コミュニケーションを円滑に行うめ、
リスク情報の送り手が心得るべきこと

パートナーとして市民を受け入れ、関与してもらうこと
専門家と市民とでは、リスク認知に差異があることに十分気をつけること
市民が特に関心をもつことに耳を傾けること
正直に、率直に、開かれた態度で行うこと

リスク・コミュニケーションを円滑に行うめ、
リスク情報の受け手が心得るべきこと

偏見を持たずに情報とその情報源とに接すること
ひとつの情報を鵜呑みにせず、さまざまな観点からの情報に接すること
自分たちの問題として関心、参加意識を持つこと

内閣府原子力安全委員会・安全目標専門部会「原子力は、どのくらい安全なら、十分なのか」平成１４年７月


